
基本目標１　みんなが「気づく」きっかけ、場があるまち

基本施策（１）　お互いに見守り、声をかけあえる地域づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

令和５年２月末時点で81箇所の事業所と協定
を締結している

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

セコム社製端末（ココセコム）の導入費用補助
を実施。3人（R5.2月末時点）が利用してい
る。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

68人登録あり。（R5.2月末時点）
メール配信件数は、R3年度6件、R2年度5件、
R1年度3件。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

行方不明者の近所の人や、地域の喫
茶店の従業員等に発見に協力いただ
いた。

数値や実施
の有無等の

実績

新規養成者数は、Ｒ３年度１８６人、Ｒ２年度２８
０人、Ｒ１年度１，２６６人。
学校や市民向けに年間10回程度実施してい
る。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

地域見守り安心ほっとライン

市民や市民の家を仕事で回っている事業
者が、ポストに新聞がたまったままになっ
ているなどといった異変を見つけた場合
に、専用ダイヤルまで情報を提供してもら
う取組を実施します。

安心安全課

協力地域見守り協定活動事業者数
は、少しづつであるが増加している。
しかしながら、通報件数は、年数回に
とどまっている。

協力地域見守り協定活動事業者との
連絡や周知方法を工夫したい。

認知症高齢者等家族支援事業
認知症の高齢者などを介護する家族に「発
信機」を貸し出し、行方不明時の迅速な位
置検索、保護を目指します。

長寿課

認知症の高齢者が、外出時に持参す
るバッグ等があれば端末を入れてお
くことはできるが、外出時に手ぶらで
外出する場合、行方不明事例が実際
に発生しても、発信機として活用する
ことができないことが想定される。

本人がスマホを所持していることも多
くなっているため、新たな端末の貸出
しだけでなく、既存のスマホにGPSを
導入するなど、本人や家族の利用しや
すい方法を選べるようにしていきた
い。

行方不明高齢者保護ネットワーク事業

行方不明になった高齢者を地域の支援を
得て早期に発見できるよう、一斉のメール
送信システムを活用した協力機関の支援
体制を構築します。

長寿課
行方不明事例が発生してから、事業へ
の登録となることが多く、事前の登録
が進んでいない。

市民への直接的な周知に加え、包括
職員及びケアマネ等の専門職にも事
業を一層周知し、行方不明となる可能
性のある方の事前登録が進むように
していきたい。

認知症サポーター養成講座
地域において認知症に関する正しい理解
を深め、地域全体で認知症を支えていくた
めの講座を実施します。

長寿課

コロナ禍で集合形式の実施が難しく、
養成者数が伸び悩んだ。
市民向けの講座について、適宜周知
はしているが、周知方法が難しい。

従来の周知に加え、民間企業等へも周
知を進め、内容についても依頼先の希
望に応じて変更しながら、より多くの
人に認知症についての正しい理解が
進むよう努める。
コロナ対策もしながら、少しずつ集合
形式での開催も再開していく。

資料１－２



数値や実施
の有無等の

実績
見守りネットワークの構築　０地区

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

災害時等に要支援者等を見守るため
に、まちづくり協議会、自治会、民生委
員等様々な分野の関係者との連携の
必要性を求める声が地域からあがっ
てきている。

数値や実施
の有無等の

実績

生活支援サポーター養成人数は、R3年度103
人、R2年度210人、R1年度85人。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

地域にある通いの場に、その地域に住
んでいる生活支援サポーターがお手
伝いをしてくれている。

数値や実施
の有無等の

実績
マップづくり実施地区数　１０地区（累計）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

講座を実施した１０地区のうち、６地
区は市民主体で活動を推進している。
2地区は市民主体となるよう移行準
備中。

数値や実施
の有無等の

実績

パパママ教室年32回、育児教室年36回、3～
4か月児健診年18回、10～11か月児相談年
16回、1歳6か月児健診年18回、3歳児健診年
18回、3歳8か月児健診年16回

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で
の教室や健診運営をすることになり、参加者同
士の交流を促すことが難しくなった。子育て支
援センターの紹介を兼ねて、育児教室に子育て
支援センター職員に来てもらっている。

数値や実施
の有無等の

実績

３人配置
適宜学校や関係機関と情報共有し、当該児童
生徒や保護者にアプローチしている。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

地域共生社会推進事業（地域づくり）
旧事業名：地域力強化推進事業

地域の調整役となるＣＳＷ（コミュニティ
ソーシャルワーカー）が中心となり、市民同
士が日頃から見守り、支え合える関係性を
築く取組を行います。

地域共生推
進課

要支援者等に対し、災害時のみなら
ず、平常時においても、地域の中で見
守り、支え合えるよう、日頃から関係
団体や関係機関につながるネットワー
クをつくり、身近な住民同士が支え合
える仕組みづくりが課題である。

地域における支え合いの体制構築す
るため、小地域において、住民と専門
職等が話し合うことができる場を設
置し、住民が主体的に地域課題を把握
してその解決を試み、住民の自主的な
活動の発展するよう支援をしていき
たい。

生活支援体制整備事業

地域の支え合いを推進する生活支援コー
ディネーターを配置し、地域資源の把握や
サービス提供主体をはじめとする関係者
間のネットワーク構築などに取り組むとと
もに、地域の高齢者などのちょっとした困
りごとへのお手伝いをする生活支援サ
ポーターを養成します。また、サロン等の
集いの場の情報をまとめた「行こ居こガイ
ドマップ」を作成します。

長寿課 地域特性に沿った通いの場の実施。

支え合いマップづくり

地域の見守り体制の充実を図るため、地
域にどのような困っている人がいて、どの
ような人と人とのつながりがあり、支え合
いが行われているかを再確認し、地域の課
題の解決に向けた話し合いの場づくりを
支援します。

地域共生推
進課

市民主体の活動へ移行できるように
働きかけを実施しているが、地域に
よって実情が異なり、その時期の見極
めが課題。

地域の活動に関心をもってもらうよ
う、様々なきっかけづくりの場を提供
することで、住民が主体的に地域課題
を把握してその解決を試み、住民の自
主的な活動の発展するよう支援をし
ていきたい。

乳幼児健康診査、パパママ教室、育児教室

妊娠期から出産後の乳幼児期、その後の
子育ても含め継続的に適切な情報提供を
行うとともに、保護者の育児上の不安や悩
みを話し合える場を提供し、楽しく子育て
ができる環境をつくります。

健康推進課

ｗｉｔｈコロナの中での、参加者同士の
交流をどうしていくかが課題。健康推
進課の社会資源だけでは、育児教室
参加者の自主グループ活動のサポー
ト、第2子以降保護者向けの情報提供
の場の提供は、困難である。

引き続き、各種健康診査や教室を実
施し、子育てに関する情報提供や参加
者同士の交流を図る。

スクールソーシャルワーカーの必要に応じ
た拡充

社会福祉等の専門的な知識や技術を有す
るスクールソーシャルワーカーが、様々な
課題を抱えた児童生徒に対し、当該児童生
徒が置かれた環境へ働きかけたり、関係機
関等とのネットワークを活用したりするな
ど、多様な支援方法を用いて、課題解決を
図ります。

教育総務課
・安定した人材の確保
・複雑多様化した家庭の問題への対応
が難しくなっている。

各中学校区に配置できるよう引き続
き３人確保する。



基本目標１　みんなが「気づく」きっかけ、場があるまち

基本施策（２）　困りごと、悩みごとに気づける体制づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績
令和元年度で終了

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

H31年度109件、R2年度100件、R3年度75
件訪問等実施。
R4年度55件訪問等実施見込み。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

災害対策基本法の改正により個別避難計画の
作成が努力義務化されたことにより、令和4年
度は、高齢者実態把握調査から「みまもり台帳」
に名称を変更し実施。
R5.2発送　高齢者分3,910件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

市役所での相談業務に加え、保育園の園開放
や、園見学にコンシェルジュが出向き、入園案内
を兼ねて相談にのっている。（R4年２９件）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

令和３年4月からこどもの発達相談室を設置
し、相談室の相談員（心理担当職員、保育士等）
が、令和４年度は令和４年度１月末現在で１９回
（１２園）訪問している。
また、長久手市児童発達支援センターが保育所
等訪問支援事業を実施しており、令和４年度１
月末現在で３２０人（３２人／月）訪問している。
［令和３年度実績は７６人／月］。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

保育所等訪問は児童発達支援セン
ターの専門職が訪問しており、保育所
等との連携が広がっている。

第２次計画における実績（令和元年度以降）

地域訪問事業
戸別訪問による市民との直接対話によ
り、市民ニーズ及び地域課題の把握に努
めます。

地域共生推
進課

障がいのある人への個別訪問調査
障害者手帳を所持しているが、福祉サー
ビス等の利用がない人について、個別訪
問調査を実施します。

福祉課

地域に限られた人数しかいない相談
支援専門員によるアウトリーチを、福
祉サービスを利用していない全ての
障がい者等に実施することは限界を
迎えている。

増加し続ける障がい者等を全て事業
の対象者とすることが難しくなったた
め、令和4年度から対象者の見直しを
行った。また令和5年度から実施方法
を見直し、過去に訪問等行ったことが
ある対象者については、訪問ではなく
電話等を活用し状況確認等すること
により、相談支援専門員の負担軽減を
図る。

高齢者実態把握調査

民生委員・児童委員による訪問調査によ
り、６５歳以上のひとり暮らし高齢者及び
後期高齢者世帯等、見守りが必要な高齢
者世帯を把握するとともに、関係各課や
地域包括支援センターと情報共有を図り、
支援を実施します。

長寿課

調査様式を変更したことにより、対象
者に調査意図が十分に伝わり切らな
かった。

対象者にとってわかりやすい様式に改
め、登録が必要な人からの回答を得ら

れるように工夫する必要がある。

保育コンシェルジュ事業の機能強化

子どもを持つ保護者への保育所等に関す
る情報の提供を実施します。また、子ども
を持つ保護者の相談に応じるため、アウト
リーチでの相談事業も実施します。

子ども未来
課

待機児童の問題が解消できていない
こと。

ホームページの他、様々な情報発信を
していく。

保育所などへの巡回相談

障がいのある児童を対象とした相談支援
事業の相談支援員が、市内の保育所等へ
の巡回相談を実施します。特に就学前の
児童や保護者に対する支援を行います。

子ども家庭
課

現在は、依頼、要望のあった園を訪問
している。
令和５年度からは、児童発達支援セン
ターの保育所等訪問事業の訪問先と
して小学校が始まる。

今後は、定期的な巡回が出来るよう進
めていきたい。



数値や実施
の有無等の

実績

まちの保健師として、市内公共施設や地域のサ
ロンへ出向いて育児相談を実施している。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

地域の身近な場で相談ができる機会
を確保でき、相談しやすくなった。

数値や実施
の有無等の

実績
母子保健コーディネーターを3人配置。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

母子保健コーディネーター、地区担当
保健師が連携して対応ができ、相談支
援を拡充できた。

数値や実施
の有無等の

実績

公共施設や地域サロンでまちの保健師活動を
実施している。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

共生ステーション新規開設に伴い、活
動の場を広げた。

産前産後子育て相談員訪問事業
産前・産後における育児相談の機会を増
やすため、地域にある公共施設への保健
師等の派遣回数を拡充します。

健康推進課

多機関が関わる相談ケースの場合、情
報共有をし、必要な支援につなげてい
くことが課題。

引き続きまちの保健師活動を実施し
ます。

母子保健コーディネーター事業

妊娠期から子育て期までの支援を今まで
以上に切れ目ないものにするために、妊
娠中、育児中の母親やその家族の様々な
相談に応じます。

健康推進課

保健師資格を持つ母子保健コーディ
ネーターの確保が課題である。3人配
置としているが、現状では2人配置と
なっている。

引き続き母子保健コーディネーターを
配置し、相談支援を拡充していく。

地域保健活動事業

誰もが、心や身体の様々な心配事を保健
師に気軽に相談することができるよう地
域共生ステーションや児童館、老人憩の
家、地域集会所において保健師の派遣活
動を実施します。また、赤ちゃんから高齢
者まで必要のある家庭には家庭訪問を実
施します。

健康推進課
相談内容に応じて必要な支援につな
げることが課題である。

引き続きまちの保健師活動を実施し、
必要な支援につなげていく。



基本目標２　みんなが「つながる」楽しさを知るまち

基本施策（３）　地域でつながる楽しいまち

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績
北・南共生ステーションが新たに開設された。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

西・市が洞小が校区では、まちづくり
協議会が共生ステーションを拠点とし
て、様々な団体と連携した事業を実施
している。

数値や実施
の有無等の

実績

R元年度　32講座
R2年度　２０講座
R3年度　１２講座
R4年度　16講座

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

　ながくて・学び・アイ講座から立ち上がった育成
サークルが積極的に活動している。令和３年度につ
いては、１０講座中７講座からサークルが成立し、令
和４年度に入ってからも、「オンラインでのサークル
活動を継続している」「新メンバーが加入した」など
といった報告を頂いている。

数値や実施
の有無等の

実績

・シネマ倶楽部
・フレンズ
・ながくてアートフェスティバル

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

コロナ禍により以前のような活動がで
きず交流の場が失われた。R３の下半
期から活動が徐々に戻り、R4下半期
には、いずれの活動もコロナ禍以前に
戻りつつある。

数値や実施
の有無等の

実績

事業登録者数はＲ元年度８１２人、Ｒ２年度６４
０人、Ｒ３年度６５３人、Ｒ４年度７７０人見込み。
ポイント交換者数はＲ元年度５８０人、Ｒ２年度
４５４人、Ｒ３年度４３５人、Ｒ４年度５００人見込
み。Ｒ４年度から本事業の対象者を18歳以上
から小学生以上の者に拡大した。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

制度が定着してきており、市民団体活動者
数は年々増加傾向となっている。制度開始
時から増加を続けていた交換者数は、新型
コロナウイルス感染症の影響を受け減少傾
向となっていたが、令和４年度はやや回復
した。

第２次計画における実績（令和元年度以降）

地域共生ステーション整備事業

各小学校区に自治会のほか、地域に根ざし
た子供会やシニアクラブ、企業、ＮＰＯ、各
種活動団体等が、地域のために様々な取
組を行う拠点となる施設を整備します。

たつせがあ
る課

共生ステーションの認知度の向上、来
館者の増加。

地域住民へ共生ステーションのPRを
強化していく。

生涯学習推進事業

公民館の利用促進を図り、生涯学習に関
わる団体や個人が、自主的に活動し、交流
機会の充実を図ることができるよう支援
します。また、学んだことを地域活動や市
民活動に生かすことができるよう支援しま
す。

生涯学習課

　ながくて・学び・アイ講座について
は、開講率を引き上げるため、さらな
る周知が必要であると考える。アン
ケートから、HPを見つけづらい等の意
見も上がった。

　Ｒ３年度・R4年度ともに、１年の大半
の期間について公民館を使用するこ
とができず、行政改革でも他課等と重
複する講座の統廃合を求められてい
るため、講座の実施枠は限られたもの
となった。今後、その枠の中で、講座の
内容を精査し、ニーズがあり長久手市
らしい特徴のある講座を実施してい
く。

市民企画支援事業

市民が主体となって行う学習の場を提供
し、学んだことを教え合うことにより、出会
いの機会が生まれ、人と人がつながるきっ
かけづくりを行います。また、市民が、学ん
だことを活かして、地域で活躍できるよう
支援します。

生涯学習課
（文化の家）

いずれの取組も自立性が高く、実績を
積み上げてきている。課題としては新
規メンバーが加入しやすい環境や柔軟
性をどのように確保して、継続性を担
保していくかである。

メンバーとの話し合いを継続的に行
う。彼らの自立性を尊重しつつも、長
期的な視点で課題を洗い出し、問題意
識として共有することで、市民主体の
交流の場が継続できるような議論を
行う。数値的な成果よりも、新しい人
材や若い世代を取り込んでいくための
方法の模索を協働で時間をかけて行
うことが重要と考えている。

ながくて地域スマイルポイントの利用促進

市民活動に参加した市民にポイントを付与
し、貯まったポイントを様々な特典に交換
できるようにして、地域社会への更なる参
加を促します。

福祉課

本事業は、市民の地域社会への参加を促
すためのきっかけづくりとしている。いず
れは、ポイントがなくても市民が自主的に
活動し、本事業は収束することが理想であ
る。しかし、ポイントをもらうことを前提と
して事業構成を検討する市民団体がある
ことが現状であり、対応が課題となってい
る。また、市民活動をする人が高齢化して
いるため、若い世代から参加しやすくする
工夫が必要である。

本事業を通じて市民活動を更に活性
化させ、市民による自主的な活動への
発展を促すことが目標である。2025
年までに、地域住民の自主的な活動に
よる見守りの体制等が構築されるよう
協力していきたい。



数値や実施
の有無等の

実績
R3利用許可による利用回数　39回

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

①教室実施回数　②参加者延べ人数
R1：①692回②8,045人、R2：①７７７回②
7,183人、R3：①578回②５，９０８人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

感染症の状況により、中止としたり、
規模を縮小して実施した。
(保険医療課で実施していた健康教室
は、長寿課の事業に統合）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

アンケートで受講したい講座等をきい
て、講座を企画し、実施した。

数値や実施
の有無等の

実績

健康づくり活動の場への延べ参加者数
R1：8,153人、R2：8,091人、R3：7,285人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

令和３年度は保育園おたすけたいとして８
８名の登録があり、散歩の引率や、クリスマ
ス会やもちつきなどの行事のお手伝い等、
のべ５４４件の活動をした。また、児童館お
たすけたいは、６１名の登録があり、館が行
う行事のお手伝いを主にしていただいて
ます。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

老人憩の家等既存施設の有効活用事業

高齢者をはじめ多様な世代の人たちが、歩
いて行ける身近な場所に、地域の人たちと
交流できる老人憩の家等既存施設の有効
活用の検討に取り組みます。

長寿課

コロナ禍による老人憩の家の利用制
限もあり、多世代が集まる事業を実施
できていない。また、施設管理者であ
るシニアクラブの活動拠点であり、多
世代交流の場としての使用を望まな
いとの見解もある。

施設管理者と意見交換を行うととも
に、地域での利用に対するニーズ把握
を行う必要がある。

地域いきいきライフ推進事業

市民や事業者など、地域の様々な主体の
意欲や創意工夫を活かした健康づくりや
支え合いに資するコミュニティの創出を支
援します。

長寿課

これまで実施してきた教室は、比較的
健康な方が継続して教室に参加し、健
康を維持する教室が中心であり、身体
機能の改善に取り組めていない。

心身機能が低下したいわゆるフレイル
状態の方を対象とした、心身機能の改
善を目指す教室を実施していく。

健康づくり教室の開催

生活習慣の改善や介護予防を目的とした
健康づくり教室（栄養指導、運動指導等）を
開催し、参加者の仲間づくり、健康づくり
を推進します。

健康推進課

保険医療課
他課と連携して、効果的な教室の実施
を検討する。

健康づくり計画の6つの領域に基づ
き、教室等を実施する。他課と重複し
て実施している教室は統廃合、集約化
する。
年齢によらず、関係課で連携して健康
づくり事業を実施する必要がある。

長寿課
特定検診などのデータに基づいた教
室となっていない。

保険事業と介護予防の一体的実施に
取り組む。

保育園・児童館等での地域交流事業

若者から高齢者まで幅広い世代の市民が
保育園や児童館、児童クラブ等の環境整備
や行事の補助などに知識や能力を活かし
てボランティアとして関わり、子どもたち
と交流することにより、地域に根ざした保
育園、児童館等を目指します。

子ども未来
課

コロナにより、令和２年から令和４年の
間は十分な活動ができなかった。

幅広い世代のボランティアを募り、
様々な活動をしてもらう。



数値や実施
の有無等の

実績

子育て支援センターの入館者数は、コロナ感染
対策により入館制限や行事の縮小や中止など
により入館者数は減少している。令和２年１0
月に保護者のレスパイトを目的としたこどもの
預かり事業「ことりルームぴっぴ」を開始した。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

育児講座ではオンライン方式など新た
な方法でも実施した。ことりルーム
ぴっぴでの子どもの預かりは着実に
ニーズがあり実績も伸びた。

子育て支援センター事業

親子の交流の場の提供、子育てなどに関
する相談・援助の実施、地域の子育て関連
情報の提供、子育てに関する講習会などを
実施します。

子ども家庭
課

子育て支援センターの入館者数の回
復、ことりルームぴっぴでの予約方法
の検討

市内の子育ての実情やニーズに応じ
た講座や交流の場づくり等の事業展
開、関係部署との連携



基本目標２　みんなが「つながる」楽しさを知るまち

基本施策（４）　いつでも相談できるまちづくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

複雑化・複合化した相談に対し、包括化推進員
が調整役となり、重層的支援会議３回、支援会
議５回実施した。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

相談支援機関において、複雑な課題を有
する世帯の相談があり、包括化推進員が
調整役となって、課題を解きほぐし、各相
談支援機関の役割分担を行い、チームによ
る支援をするよう努めている。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

Ｈ３１年度3,999件、Ｒ２年度4,086件、Ｒ３年
度５，２７５件、Ｒ４年度（Ｒ５．１月末まで）
4,102件の相談に応じた。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

Ｈ31年度91件、R2年度236件、R3年度
283件、R4年度（R5.1月末まで）135件の相
談に応じた。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

・月１回出張相談を実施
・尾張東部の５市１町の行政、福祉、司法、医
療、保健関係者等によって構成されている適
正運営委員会を６回実施
・法人後見　1名

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

地域共生社会推進事業（相談支援）
旧事業名：多機関協働相談支援包括化推
進事業

市民に身近な圏域で分野を超えた課題に
総合的に相談に応じる包括的な支援シス
テムを構築し、個人や世帯の複合的な課題
や制度の対象とならない課題も含めて適
切な関係機関につなぎ、連携しながら生活
再建を図ります。

地域共生推
進課

複雑な相談が増えてきている現状に
おいて、分野毎の相談では限界があ
ることから、市内全体で連携して支援
を行う「チーム支援」の必要性につい
て周知・理解を広く図っていく必要が
ある。

関係者間や地域との連携の必要性に
ついての意識の醸成や共通認識を図
るため、庁内連携会議や重層的支援
会議等の内容を工夫して活用してい
きたい。

【再掲】地域共生社会推進事業（地域づく
り）
旧事業名：地域力強化推進事業

地域の調整役となるＣＳＷ（コミュニティ
ソーシャルワーカー）が中心となり、市民同
士が日頃から見守り、支え合える関係性を
築く取組を行います。

地域共生推
進課

基幹相談支援センター事業
障がいのある人、発達が気になる子ども
を持つ人、難病の人の相談に応じます。

福祉課
子ども家庭

課

障がい者等については増加し続ける
一方、地域の相談支援専門員がなか
なか増えない。

地域の相談支援専門員が増えるよう
障がい者自立支援協議会で方策を検
討していく。

生活困窮者への支援
生活困窮の程度に応じ、必要な支援を行
い、その自立を支援します。

福祉課

新型コロナウイルス感染症まん延に伴
い相談件数は増加したが貸付を受け
て以降連絡が取れなくなるといった
生活困窮事業のフォローが困難であ
るケースが多々発生した。

課題に対する解決策を今後の支援調
整会議等で検討していく。

成年後見センター事業

尾張東部権利擁護支援センターへの委託
により、判断力が不十分な認知症の高齢
者、知的障がいや精神障がいのある人の
財産や権利を守るための支援を実施しま
す。

長寿課
福祉課

制度利用が必要となり得る高齢者、障
がい者等に身近な福祉専門職の成年
後見制度に対する理解向上及び連携
促進に注力していく。



数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

令和３年１０月に開所。児童発達支援事業と保
育所等訪問支援事業の２つの事業を実施。
［児童発達支援事業（１日定員３０人）］２１．３人
／日（令和４年度１月末まで実績）、１３．５人／
日（令和３年度実績）
［保育所等訪問支援事業］３２．０人／月（令和４
年度１月末まで実績）、１２．７人／日（令和３年
度実績）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

保育所等訪問支援事業を通じて特に
保育所等に児童発達支援センターの
周知が進んだ。

数値や実施
の有無等の

実績

相談件数は年度によりバラツキはある。職員体
制が整ったため令和４年６月に「子ども家庭総
合支援拠点」設置とした。また同年度に要保護
児童等に関する情報連携システムの構築を
行った。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

児童虐待やDV防止等の啓発を協定
締結事業者や大学連携等の関係のな
かで啓発を強化した。国のこども家庭
庁の創設。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

【再掲】保育コンシェルジュ事業の機能強化

子どもを持つ保護者への保育所等に関す
る情報の提供を実施します。また、子ども
を持つ保護者の相談に応じるため、アウト
リーチでの相談事業も実施します。

子ども未来
課

児童発達支援センター整備事業

市の中核的な療育施設として、児童発達
支援センターを上郷保育園や上郷児童館
と一体的に整備し、障がいのある児童が身
近な地域で安心して療育を受けることが
できる体制を構築します。

子ども家庭
課

市の中核的な療育施設として、他の事
業所との連携がまだまだ進められて
いない。
重症心身障がい児を支援するため、
看護師の複数配置。
より専門的な療育のため、専門職（言
語聴覚士、作業療法士、理学療法士な
ど）の確保。

市の中核的な療育施設として、他の事
業所との連携を進めていく。

人員体制を強化（看護師の複数配置や
専門職（言語聴覚士、作業療法士、理

学療法士など）の増員）し、地域に還元
していく。

家庭児童相談の充実

子どもへの養育等、様々な困難に直面して
いる家庭を総合的に支援します。要保護児
童等への支援のほか、ＤＶ防止対策の充実
を図ります。

子ども家庭
課

こども家庭センター設置への準備、家
庭相談員のマンパワー及び質の確保、
関係部署との連携推進

こども家庭センター設置への準備、継
続した職員体制の整備、積極的な啓発
活動

【再掲】産前産後子育て相談員訪問事業
産前・産後における育児相談の機会を増や
すため、地域にある公共施設への保健師
等の派遣回数を拡充します。

健康推進課

【再掲】母子保健コーディネーター事業

妊娠期から子育て期の支援を今まで以上
に切れ目ないものにするために、妊娠中、
育児中の母親やその家族の様々な相談に
応じます。

健康推進課



数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

こころの相談件数
令和元年度１６０件、２年度１１９件
３年度１３４件、４年度７８件（１２月末）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

感染症により、こころに不調を感じやす
い環境となったため、相談事業につい
て、HP等で周知をした。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

総合相談件数実績
R3年度2,958件、R2年度2,329件、R1年
度2,390件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

【再掲】地域保健活動事業

誰もが健康相談等を受けることができ、心
や身体の様々な心配事を保健師に気軽に
相談することができるよう共生ステーショ
ンや児童館、老人憩の家、地域集会所にお
いて保健師の派遣活動を実施します。ま
た、赤ちゃんから高齢者まで必要のある家
庭には家庭訪問を実施します。

健康推進課

精神保健福祉事業

こころの悩みを持つ人やその家族からの
相談に応じ、必要に応じて医療機関の紹介
や適切なサービスが受けられるよう支援
し、こころの悩みを持つ人が地域の中で、
その人らしく自立して生活できるように支
援します。

健康推進課

感染症により、対面での相談が難しい
状況となり、相談に訪れる件数が減少
した。

電話、面接での相談の継続する。事業
の周知のため、検診等でのチラシの配
布、広報にチラシの折込みを実施する。

【再掲】スクールソーシャルワーカーの必要
に応じた拡充

社会福祉等の専門的な知識や技術を有す
るスクールソーシャルワーカーが、様々な
課題を抱えた児童生徒に対し、当該児童生
徒が置かれた環境へ働きかけたり、関係機
関等とのネットワークを活用したりするな
ど、多様な支援方法を用いて、課題解決を
図ります。

教育総務課

地域包括支援センターの活動推進

地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地
域の支援体制づくり、介護予防などの必要
な援助を行い、高齢者の健やかな暮らしを
包括的に支援します。

長寿課

・様々な問題が複合的に絡み合い、支
援が困難な事例が増えている。
・総合相談から得られた事例等を、傾
向毎にまとめることができていない。

総合相談から得られた事例をまとめ、
これから必要な仕組みづくりをすすめ
る。



基本目標２　みんなが「つながる」楽しさを知るまち

基本施策（５）　顔のみえるネットワークづくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

多職種交流部会、入退院支援部会等の部会（部
会は長久手市在宅医療・介護連携支援セン
ターが実施）や地域ケア会議を開催し、顔の見
える関係を構築。また、電子＠連絡帳を導入し
たり、専門職の医療・介護の橋渡し役として平
成30年4月から長久手市在宅医療・介護連携
支援センターを設置している。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

多職種交流部会でケアマネや包括が
医師と交流をする機会を設けたこと
で医師との顔の見える関係が構築で
きつつある。

数値や実施
の有無等の

実績

『出生から20歳までの途切れない支援体制の
構築』に向けて関係機関の具体的な連携方法
を体制化し、長久手市療育支援個別ケース等
協議会として乳幼児連絡会、学童・青年期連絡
会、また、医療的ケア児等ケース会議を設置し
た。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

コロナの影響で活動件数は減ったが、会員数
減少傾向。講習会はコロナ禍でも続行、研修会
や交流会は流行状況により中止や延期、制限
をかけて実施した。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

デジタル田園都市構想の中で登録や
活動報告等のICT化を進めている

数値や実施
の有無等の

実績

・長久手小学校区に設置
・地域のボランティアや大学生と協力し、登下
校の見守り活動、校内の除草作業、図書読み聞
かせ活動、夏休み・冬休み宿題教室などを実施
・授業中における障がいのある子の支援は実
施していない。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

・学習支援で大学生との連携が図れる
ようになった。

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】多機関協働相談支援包括化推進事
業

市民に身近な圏域で分野を超えた課題に
総合的に相談に応じる包括的な支援シス
テムを構築し、個人や世帯の複合的な課
題や制度の対象とならない課題も含めて
適切な関係機関につなぎ、連携しながら
生活再建を図ります。

地域共生推
進課

在宅医療・介護連携推進事業

医療・介護・福祉の専門職等が顔の見える
関係を作りながら、お互いに学びや気づ
きを深め、ＩＣＴも活用しながら職種間の連
携を推進します。

長寿課

・電子＠連絡帳を活用している医師が
限られている。
・会議等の参加者が固定されつつあ
る。

電子＠連絡帳の普及や様々なテーマ
で会議等を実施し、多職種連携を引き

続き取り組む。

療育支援体制構築事業

保健・保育・福祉・教育等の機関が適切に
連携することで、障がいのある児童に対し
て、出生から就労までの切れ目のない療
育支援体制を構築します。

子ども未来
課

子ども家庭

課

福祉課

健康推進課
教育総務課

福祉サービス以外の居場所が不足し
ている。

ひきこもり、不登校等の福祉サービス
が馴染まない児童や繋がりがきれて
しまう児童等、手助けが必要と思われ
る若者の実態把握や一人一人の個別
性に寄り添った早期の支援体制につ

いて。

ファミリー・サポート・センター事業

地域の中で、仕事と育児の両立等、安心し
て子育てできるよう、育児の援助をしたい
人（援助会員）と援助を受けたい人（依頼
会員）による相互援助活動を行います。

子ども家庭
課 援助会員の確保、ICT化の推進

市民同士の相互援助活動である本事
業の安定した活動のため、今後もニー
ズに応じた活動への支援を継続して
いきたい。

地域学校協働活動事業

学校、保護者、地域がともに連携し、登下
校時の見守りや、授業中における障がい
のある子などの支援を行い、地域全体で
未来を担う子どもたちの成長を支えてい
きます。

教育総務課

・大学生との連携は、学年が変わるこ
ともあり、安定的に継続させることが
難しい。

・２校区目の地域学校協働本部を設立
し、活動を定着させたい。



数値や実施
の有無等の

実績

本会議　年２回程度
事務局会議　年３回程度
計画策定部会（R元・R２）　６回
専門部会　　　４部会
プロジェクト　　６つ

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績
・小学校・保育園見学、情報交換会を開催

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

障がい者自立支援協議会
地域の障がい福祉に関するネットワーク
の構築等について、長久手市障がい者自
立支援協議会で協議します。

福祉課
協議会における地域課題の認知や検
討が十分でない。

協議会の委員構成を再検討する。ま
た、協議会において、個別事例を通じ
た地域課題の検討ができるよう、協議
会の体系について検討を加える。

【再掲】生活支援体制整備事業

地域の支え合いを推進する生活支援コー
ディネーターを配置し、地域資源の把握や
サービス提供主体をはじめとする関係者
間のネットワーク構築などに取り組むとと
もに、地域の高齢者などのちょっとした困
りごとへのお手伝いをする生活支援サ
ポーターを養成します。また、サロン等の
集いの場の情報をまとめた「行こ居こガイ
ドマップ」を作成します。

長寿課

幼稚園・保育園・小学校・中学校の連携事
業

園児と児童及び児童と生徒の交流カリ
キュラムの充実や職員間の交流研修、保
育園・幼稚園、小学校、中学校間の情報共
有と積極的な就学相談に取り組みます。

教育総務課

・発達障がいのある子が増加してお
り、対応に苦慮している。
・保育園での対応と小中学校での対応
で違いがあり、保護者から要望を言わ
れることがある。

継続して情報交換会を実施



基本目標３　みんなに「届く」安心なまち

基本施策（６）　困っている人を包括的に支える体制づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

福祉有償運送ドライバー認定講習会修了者　　
43人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

福祉有償運送のドライバー増加及び
利用件数増加

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】多機関協働相談支援包括化推進事
業

市民に身近な圏域で分野を超えた課題に
総合的に相談に応じる包括的な支援シス
テムを構築し、個人や世帯の複合的な課題
や制度の対象とならない課題も含めて適
切な関係機関につなぎ、連携しながら生活
再建を図ります。

地域共生推
進課

【再掲】基幹相談支援センター事業
障がいのある人、発達が気になる子ども
を持つ人、難病の人の相談に応じます。

福祉課
子ども家庭

課

【再掲】生活困窮者への支援
生活困窮の程度に応じ、必要な支援を行
い、その自立を支援します。

福祉課

福祉有償運送事業

高齢者、障がい者などの移動制約者の移
動手段として、ＮＰＯ法人などによる実費
の範囲内での移送サービスを支援します。
また、福祉有償運送ドライバー認定講習会
を開催し、ドライバー不足を解消するとと
もに、ボランティアドライバーの育成を目
指します。

福祉課

・移動支援に係る一般施策や福祉制度
と、福祉有償運送事業との関連を整理
できておらず、福祉有償運送における
対象者が明確になっていない。
・運営事業者の運営体制（人員、事業
費等）が持続可能なものになっていな
い。

既存の公共交通体系において、移動
制約者の移動について協議を行う。

【再掲】成年後見センター事業

尾張東部権利擁護支援センターへの委託
により、判断力が不十分な認知症の高齢
者、知的障がいや精神障がいのある人の
財産や権利を守るための支援を実施しま
す。

長寿課
福祉課



数値や実施
の有無等の

実績

利用者実績　R2のべ１８４名、R３のべ５８６名
が利用。（R2はコロナ禍のため利用者がすくな
かった）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

病児・病後児保育事業

児童の病気時や回復期で集団保育が困難
であり、保護者も就労などで保育できない
時に利用できる保育サービスとして、病
児・病後児保育を実施します。

子ども未来
課

病院の受け入れ可能時間と、保護者
が預けたい時間が一致せず、園児を
預けることができないケースがある。

病院と、受け入れ可能時間について相
談する。

【再掲】地域包括支援センターの活動推進

地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地
域の支援体制づくり、介護予防の必要な援
助等を行い、高齢者の健やかな暮らしを包
括的に支援します。

長寿課



基本目標３　みんなに「届く」安心なまち

基本施策（７）　ずっと住み慣れた地域で元気に暮らせる環境づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

年１回、福祉ガイド（高齢者編・障がい
編・子育て編）を更新している。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

市内の共同生活援助事業所数（各年度末
時点）
R1:3　R2:4　R3:5　R4:5

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

平成30年度、令和元年度にN-タク実証実験を
行った。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

R3あったかぁど発行数　2,013枚
R3ござらっせ入泉助成件数　54,651件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

ながくて福祉ガイドの作成

障がい、高齢者、子育てに関する各種相談
や手当・助成制度、支援に関する情報につ
いてわかりやすくまとめた冊子を作成しま
す。

福祉課

長寿課
子ども未来

課
子ども家庭

課

福祉ガイド（特に紙媒体）がどの程度活
用されているのか把握できていない
ため、掲載している情報の精査が難し
い。

デジタルでの福祉ガイドの活用促進を
検討する。

グループホーム等地域で暮らせる体制の
整備

グループホームを設置する事業所に対し、
開設の支援を行うことにより、新たなグ
ループホーム及び短期入所の設置を目指
します。

福祉課

日中サービス支援型のグループホーム
や、医療的ケアが必要な人を含む重症
心身障がい者が利用できるグループ
ホーム及び短期入所事業所が市内に
ない。

活用可能な補助金制度について、市内
事業所に案内を行う等、働きかけをお
願いします。

【再掲】地域いきいきライフ推進事業

市民や事業者など、地域の様々な主体の
意欲や創意工夫を活かした健康づくりや
支え合いに資するコミュニティの創出を支
援します。

長寿課

高齢者等乗合タクシー事業

最寄りのバス停や駅への移動が困難な高
齢者等のため、他の人と乗り合いで利用
するタクシーを運行し、ドア・トゥ・ドアの市
内移動の支援を図ります。

長寿課

実証実験時の利用者は既存の移動手
段の代替手段として利用しており、外
出しない人の外出促進に繋がらな
かったことが判明し、所期の目的を達
成できなかったため、N-タクの本格導
入をしないこととした。

市民ニーズと近隣自治体の取組に注
視し、別の形での移動支援策を検討し
ていく。

あったかぁど事業

高齢者の社会参加、外出を促進し、健康寿
命をのばしてもらうため、長久手温泉ござ
らっせの優待、Ｎ－バスの無料利用及び協
賛店での特典利用ができる取組を実施し
ます。

長寿課
令和4年度からN-バスの無料利用は
廃止となった。

優待内容及びあったかぁど自体の在
り方を検討していく。



数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

R3年度末利用者数　145人
R3緊急通報数　13件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

R3年度末利用者数　194人
R3配食数　46,121件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

きずなネットアプリを活用して、情報発信を
行っている。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

【子ども家庭課】きづなネットの新たな
活用（ファミサポ連絡網、児童虐待相
談窓口）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

【再掲】認知症高齢者等家族支援事業
認知症の高齢者などを介護する家族に
「発信機」を貸し出し、行方不明時の迅速
な位置検索、保護を目指します。

長寿課

緊急通報システム事業

一人暮らしの高齢者等の日常生活におけ
る不安を軽減し、安心して生活できるよう
にするために、緊急通報システムを貸出
し、緊急時だけでなく、センターが定期的
な安否確認を行います。

長寿課

令和4年度からプロポーザルにより事
業者を変更し、同程度のコストで通報
とセンサーによる見守りができるよう
に機能を向上できたため、現状では特
に課題は無い。

基本的には現状の形態で事業を継続
していく。

食の自立支援事業

調理等日常生活に支障のある一人暮らし
の高齢者等の健康の保持、食生活の改善、
日常生活の助長を図るとともに、安否確
認を行うため、給食の宅配を行います。

長寿課

申請者の身体・生活状況による事業利
用の可否の判断が難しいケースが散
見される。

事業利用可否の決定基準を明確化し、
事業の適性利用を図っていく。

【再掲】健康づくり教室の開催

生活習慣の改善や介護予防を目的とした
健康づくり教室（栄養指導、運動指導等）
を開催し、参加者の仲間づくり、健康づく
りを推進します。

長寿課

保険医療課
健康推進課

子育て情報発信事業

妊娠・出産・子育て等の情報を円滑に得る
ことができるようにするため、関連情報を
整理し、一元的に提供する仕組みづくりを
行います。

子ども未来
課

子ども家庭
課

健康推進課

事業の継続

【再掲】療育支援体制構築事業

保健・保育・福祉・教育等の機関が適切に
連携することで、障がいのある児童に対し
て、出生から就労までの切れ目のない療
育支援体制を構築します。

子ども未来
課

子ども家庭

課

福祉課

健康推進課
教育総務課



数値や実施
の有無等の

実績

５０ポイント達成者
令和元年度２５７人、２年度２０５人
３年度２６２人、４年度３２８人（１２月末）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

令和2年度からアプリの利用を開始し
た。アプリの利用者が増えた。

健康マイレージ事業

生活習慣の改善につながる運動、各種健
診の受診、健康講座、イベント、スポーツ教
室等の「健康づくりメニュー」に取り組んだ
人にマイレージ（ポイント）を付与し、マイ
レージを様々な特典に交換することによ
り、健康づくりにチャレンジする人を支援
します。

健康推進課
新規の参加者を増やし、健康づくり活動
を習慣化する。

達成者の増加を目指すため、若い世代
の興味がある特典を増やすよう新たな
協賛企業を増やすことや市内の大学と
連携を試みる。



基本目標４　みんなで「支え合う」喜びを知るまち

基本施策（８）　気軽に「困った」と言えるまちづくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

市内４箇所で月１回認知症カフェを実施。
（R5.2月末時点）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

認知症カフェの目的について理解を示し、協力
して下さる市民や大学生、福祉事業所等が、ボ
ランティアスタッフとして、企画・運営・チラシ
作成等に協力いただき、それぞれの得意分野
で活躍している。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】支え合いマップづくり

地域の見守り体制の充実を図るため、地
域にどのような困っている人がいて、どの
ような人と人とのつながりがあり、支え合
いが行われているかを再確認し、地域の課
題の解決に向けた話合いの場づくりを支
援します。

地域共生推
進課

認知症カフェ

認知症の当事者、家族、地域の人及び専門
職がカフェのような外に開かれた、なごや
かな場で自由に集い、交流を楽しみなが
ら、認知症を地域で支えていくためのつな
がりや取組を創出します。

長寿課
認知症の当事者や家族の参加がまだ
少ない。

参加しやすい場所、テーマで実施す
る。

【再掲】保育園・児童館等での地域交流事
業

若者から高齢者まで幅広い世代の市民が
保育園や児童館、児童クラブ等の環境整
備や行事の補助などに知識や能力を活か
してボランティアとして関わり、子どもた
ちと交流することにより、地域に根ざした
保育園、児童館等を目指します。

子ども未来
課

【再掲】生活支援体制整備事業

地域の支え合いを推進する生活支援コー
ディネーターを配置し、地域資源の把握や
サービス提供主体をはじめとする関係者
間のネットワーク構築などに取り組むとと
もに、地域の高齢者などのちょっとした困
りごとへのお手伝いをする生活支援サ
ポーターを養成します。また、サロン等の
集いの場の情報をまとめた「行こ居こガイ
ドマップ」を作成します。

長寿課



基本目標４　みんなで「支え合う」喜びを知るまち

基本施策（９）　お互いさまの地域づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

令和元年度は市内一斉防災訓練、令和２年度
以降は市内一斉避難所開設訓練をそれぞれ11
月に実施しました。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績
防災講習会などで実施しました。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

避難行動要支援者登録者数
R1　354名　R2 349名　R3　367名
※高齢者実態把握調査の対象者を除く。

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

有償ボランティアによる支援回数
R1：1629件、R2：2,481件、R3：2,301件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

市内一斉防災訓練

市内全ての小学校を会場として、一斉に避
難訓練や避難所運営訓練などを行い、個
人、地域、行政、それぞれの役割を確認し、
課題を発見することで、本市全体の防災力
を高めます。

安心安全課

令和２年度以降は、コロナ禍に対応し
た避難所開設訓練を実施してきた。参
加者からは、必要な訓練との声がある
一方、異なる訓練を求める声もある。

より一層、市民が主体的に訓練を企画
し、実施することができる内容にす
る。

避難所運営ゲーム（HUG）推進

避難所で起こる様々な出来事にどう対応
していくかを模擬体験する避難所運営
ゲーム（HUG）を通して、地域における防
災意識向上を図ります。

安心安全課
HUGは、複数人でテーブルを囲んで
実施するゲームであるため、コロナ禍
においては実施が困難な状況だった。

コロナ禍から平常に戻りつつあるた
め、今後はHUGの実施やHUG以外
の防災ゲームの実施も進めていきた
い。

【再掲】ファミリー・サポート・センター事業

地域の中で、仕事と育児の両立等、安心し
て子育てできるよう、育児の援助をしたい
人（援助会員）と援助を受けたい人（依頼
会員）による相互援助活動を行います。

子ども家庭
課

避難行動要支援者登録事業

一人暮らし高齢者、障がい者など、災害な
どの緊急時に支援を要する人を要支援者
として登録し、あらかじめ支援団体などに
情報提供することで、要支援者が安心して
暮らせる環境をつくります。

福祉課
対象者、避難支援等関係者だけでは
なく、より多くの人に本制度を知って
もらう必要がある。

対象となる方、避難支援等関係者等
のの制度に関する理解を深め、日頃か
らの見守りを行い、いざというときに
地域で支え合える体制づくりを目指
す。

ワンコインサービス事業

高齢者の軽度な困りごとを地域の有償ボ
ランティアの人が支援する取組を通して、
誰もが地域の中で支え合って安心して暮
らせるまちへのきっかけをつくります。

長寿課

地域の困りごとを地域解決する支え
合い活動であるが、業者のような感覚
で利用する方が一定数いる。再度事
業の理念を共有する必要がある。

自治会、民生委員など地域の関係者
と密に連携をとり、必要な方に情報を
届け、地域での支え合い活動を広げて
行く。



数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

【再掲】認知症サポーター養成講座
地域において認知症に関する正しい理解
を深め、地域全体で認知症を支えていくた
めの講座を実施します。

長寿課



基本目標５　みんなに「たつせがある」成長できるまち

基本施策（１０）　一人ひとりが考え、学び、成長する機会づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

・長久手市大学連携推進ビジョン4Uに基づく
事業の実施
・学生のやりたいことを実現する場としてリニ
モテラス公益施設が開館（R3年度）

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

リニモテラス公益施設のコーディネー
ターが学生の活動を支援することでリ
ニモテラス公益施設が学生の活動拠
点となりつつある。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

令和元年　１回　テーマ：災害　参加者87人
令和２年　コロナ禍により開催せず
令和３年　1回　テーマ：生活　参加者４０人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】地域共生ステーション整備事業

各小学校区に自治会のほか、地域に根ざ
した子供会やシニアクラブ、企業、ＮＰＯ、
各種活動団体等が、地域のために様々な
取組を行う拠点となる施設を整備します。

たつせがあ
る課

学生の社会貢献活動を支援する取組
地域活動等に積極的な学生を応援するた
め、様々なことにチャレンジすることがで
きる仕組みづくりに取り組みます。

たつせがあ
る課

市内・近隣大学の学生同士の連携事
業を推進させていくことが課題。

引き続きリニモテラス公益施設を活用
し大学連携事業を実施していく。

【再掲】生涯学習推進事業

公民館の利用促進を図り、生涯学習に関
わる団体や個人が、自主的に活動し、交流
機会の充実を図ることができるよう支援
します。また、学んだことを地域活動や市
民活動に生かすことができるよう支援しま
す。

生涯学習課

【再掲】市民企画支援事業

市民が主体となって行う学習の場を提供
し、学んだことを教え合うことにより、出会
いの機会が生まれ、人と人がつながるきっ
かけづくりを行います。また、市民が、学ん
だことを活かして、地域で活躍できるよう
支援します。

生涯学習課
（文化の家）

地域福祉推進のための講演会
地域福祉及び地域福祉計画への理解を深
めていただくため、地域福祉推進のための
講演会を開催します。

福祉課

参加する年代が限定的で、市民にとっ
て、地域福祉は身近な問題として捉え
やすくなるようなテーマの設定が課題
である。

幅広い年代の市民が、様々な視点か
ら福祉を考えることができるよう、講
師・内容を検討していく。



数値や実施
の有無等の

実績

移動支援事業従事者養成研修終了者数【累計】　
２０人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

市内登録事業者が実施する養成研修
に大学生も受講し、事業所内で支援員
として活躍している。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

移動支援の支援員の人材育成

障がいのある人の移動を支援するため
に、移動支援の支援員についての養成研
修の実施や、本市独自の認定制度を設け
るなど、障がいのある人の移動を支援す
る人材の育成を図ります。

福祉課

市内全体として、移動支援事業の利用
者がやや限定的になってしまっている
ため、事業者側が、新たな従事者の養
成や確保にやや消極的である。

日頃の相談支援において、移動支援
事業の利用促進を行う同時に、市内
事業所に対し、登録事業所が実施する
研修への参加を、働きかける。

【再掲】地域力強化推進事業

地域の調整役となるＣＳＷ（コミュニティ
ソーシャルワーカー）が中心となり、市民同
士が日頃から見守り、支え合える関係性を
築く取組を行います。

地域共生推
進課



基本目標５　みんなに「たつせがある」成長できるまち

基本施策（１１）　みんなに役割と居場所がある地域づくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績
農作業に携わった障がいのある人の人数５８人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績
R3末会員数　500人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績
シルバー人材センターR3末会員数　500人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

参加者
令和元年度５４人、２年度３０人
３年度２９人、４年度２６人

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

若年者の自殺が増加しているため、学
校の教員向けに講座を実施した。

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】ながくて地域スマイルポイントの利
用促進

市民活動に参加した市民にポイントを付与
し、貯まったポイントを様々な特典に交換
できるようにして、地域社会への更なる参
加を促します。

福祉課

農福連携

障がいのある人の特性をみながら、障が
いのある人の雇用機会を拡げるため、ま
た、人手不足により耕作放棄地となってい
る農地の有効活用のため、他自治体で成
功事例の多い農福連携についての取組を
推進し、農業を活用した雇用機会の拡大
を図ります。

福祉課
みどりの推

進課

障がい事業所からの農福連携のニー
ズはあるものの、農業者側での受入れ
体制整備が難しい。
また、障がいのある人が作業をしやす
い環境のある農地の確保も課題であ
る。

農福連携に取り組む事業者のニーズ、
取組状況、そして全国や愛知県の事例
を把握し、必要に応じて、事業所へ情
報提供、助言等を行う。

【再掲】ワンコインサービス事業

高齢者の軽度な困りごとを地域の有償ボ
ランティアの人が支援する取組を通して、
誰もが地域の中で支え合って安心して暮
らせるまちへのきっかけをつくります。

長寿課

シルバー人材センター事業

高齢者の長年の経験や知識、能力を活か
して地域へ貢献し、健康で生きがいを感
じ、働きたいと考えている方々に就労の
機会を提供します。また、多様化する就労
ニーズに応え、より多くの高齢者に居場所
と役割を持ってもらうため、シルバー人材
センターの機能強化、事業拡大を図りま
す。

長寿課

新型コロナウイルス感染症の影響に伴
う公共施設の一時休館や、指定管理者
制度導入により、受注機会の減少が懸
念される。

就業分野の拡大と女性会員の増加を
図る。

年齢にこだわらず、高齢者が仕事をし続け
られる仕組みづくり

生涯現役のまちを目指し、高齢者の能力
に応じて多様、多彩な就労の機会を、民間
事業者と連携し、確保します。

長寿課
たつせがあ

る課

新型コロナウイルス感染症の影響に伴
う公共施設の一時休館や、指定管理者
制度導入により、シルバー人材セン
ターの受注機会の減少が懸念される。

シルバー人材センターの就業分野の拡
大と女性会員の増加を図る。

ゲートキーパー養成講座

心の悩みを持つ人の早期発見、早期対応
を図るため、市民や専門職等が心の問題
についての知識を得て、地域での見守り
等の役割を担えるようゲートキーパーを
要請します。

健康推進課

感染症により講座の参加人数も制限さ
れ、参加者も少なかったため、引き続き
ゲートキーパーを養成する。

ゲートキーパーの役割等について、事業
等で周知していく。養成講座を受講した
方に向けて、フォローアップ研修を実施
する。



基本目標５　みんなに「たつせがある」成長できるまち

基本施策（１２）　人づくりからはじまるまちづくり

事業名 取組 担当課 課題
第３次計画推進にあたっての実施方

針、目標、工夫したい点等（令和６年度
以降）

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

新規登録申請随時受付
R1年度　７件
R２年度　６件
R3年度　８件
R4年度　3件

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

高齢男性の料理教室を開催したいと
いう要望や、障がい者福祉施設でワー
クショップを開催したいという要望に
対して、講師を紹介した。

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

数値や実施
の有無等の

実績

実施過程で
生まれた地
域の変化や
効果、エピ
ソードなど

第２次計画における実績（令和元年度以降）

【再掲】学生の社会貢献活動を支援する取
組

地域活動等に積極的な学生を応援するた
め、様々なことにチャレンジすることがで
きる仕組みづくりに取り組みます。

たつせがあ
る課

生涯学習講師人材バンクリスト

各種の技能・資格をもつ人材や自分の知
識・特技を地域の生涯学習活動に活かした
いという人材をサークル活動や講演会な
どで活用できるよう、取り組みます。

生涯学習課

新規登録数、照会数ともに、近年は１
年間に１０件以内で推移しており、リス
トの存在自体を市民に知っていただく
ような周知の工夫が必要であると考
える。

登録及び照会数を増やすため、複数
の広報媒体を用いて、積極的な周知
を行っていく。

【再掲】在宅医療・介護連携推進事業

医療・介護・福祉の専門職等が顔の見える
関係を作りながら、お互いに学びや気づき
を深め、ＩＣＴを活用しながら職種間の連携
を推進します。

長寿課

【再掲】福祉有償運送事業

高齢者、障がい者などの移動制約者の移
動手段として、ＮＰＯ法人などによる実費
の範囲内での移送サービスを支援します。
また、福祉有償運送ドライバー認定講習会
を開催し、ボランティアドライバーの育成
を目指します。

福祉課

【再掲】地域学校協働活動事業

学校、保護者、地域がともに連携し、登下
校時の見守りや、授業中における障がいの
ある子などの支援を行い、地域全体で未
来を担う子どもたちの成長を支えていき
ます。

教育総務課


